
施　　策： 財務コード地域コミュニティによるまちづくり 01020114-05-075

キーコード：1564

出力日：令和08年03月16日
事務事業名コミュニティ運営協議会補助事業

24
基本事業： 01地域コミュニティ活動の充実 担当部 市民生活部

基本事業の
成果指標

①コミュニティ運営協議会を知っている市民の割合
②地域の活動（コミュニティ・行政区等）に参加している市民の割合 担当課 コミュニティ推進課

担当係 コミュニティ推進担当

コミュニティ運営協議会 ・筑紫野市コミュニティパートナーシップ協定による支援の一環として、
「地域コミュニティづくり交付金」による財政支援を行っている。

・交付金の手続きは、「筑紫野市地域コミュニティづくり交付金交付要綱
」による。各コミュニティ運営協議会から年間事業計画と予算案を付けて
申請書を提出させ、内容を審査のうえ、交付金を支出している。

交付金による財政支援によって、地域における交流の促進
、人材の育成、課題の解決等の公共的な活動を展開させ、
地域住民の福祉の向上と市政の円滑な運営に寄与する。

計画年度 平成23年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画 ○
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

防災・福祉・教育に関する事業数 152 180174 140 180

成果指標名称 単位 目標
05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
51,085 51,085 51,763 67,009計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
0
0

0 0 0
0 0 0

0 0 0 0
51,085 51,085 51,763 67,009

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

1.91 1.91 1.91
14,927 15,324 16,008
66,012 66,409 67,771 67,009

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

●

○

○

平成28年度から既存の補助金等を整理し、新たに地域コミュニティづくり交付金として、各コミュニティ運営協議
会に補助金を交付している。
交付金は防犯防災、環境、福祉、子育て支援、青少年健全育成、人材育成、生涯学習、市との協働事業、地域コミ
ュニティづくりの推進に関する活動に充てることができ、各コミュニティ運営協議会の活動の活性化につながって
いる。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

地域コミュニティづくり交付金の拡充により、地域の自主的な活動が
促進されている。

増加対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は大

大きい

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

あり

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持○ 見直し● ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

コミュニティ運営協議会の自主運営の促進に向け、引き続き補助
制度の検証を進めていく。
コミュニティ運営協議会において、市補助金以外の自主財源を確
保することが望ましい。
また、人材不足が課題となっている。

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

平成23年度からコミュニティ運営協議会に対する補助事業を開始
。
コミュニティ運営協議会の活性化に向けて、補助制度の充実化に
努めている。

平成27年度まで筑紫野市コミュニティづくり推進補助金を交付。
平成28年度から筑紫野市地域コミュニティづくり交付金を創設。
平成29・30年度、令和2年度に補助金統合により増額。
令和3年度から算定基礎見直し。
令和7年度より算定の基礎となる世帯数を見直し。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

事業

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード地域コミュニティによるまちづくり 01020114-12-077

キーコード：1576

出力日：令和08年03月16日
事務事業名コミュニティ推進事業（会計年度任用職員雇用経費）

24
基本事業： 01地域コミュニティ活動の充実 担当部 市民生活部

基本事業の
成果指標

①コミュニティ運営協議会を知っている市民の割合
②地域の活動（コミュニティ・行政区等）に参加している市民の割合 担当課 コミュニティ推進課

担当係 コミュニティ推進担当

コミュニティセンター 各コミュニティセンターに、コミュニティ推進課だけでなく、市民課、生
涯学習課を兼務する会計年度任用職員として、館長、主事を配置。
主な業務内容は、以下のとおり。

１．コミュニティ推進課
・コミュニティセンター施設管理
・地域コミュニティによるまちづくり

２．市民課
・出張所事務

３．生涯学習課
・社会教育、生涯学習事業（コミセン主催講座）

地域住民の参画による地域の特性を生かした魅力あるまち
づくり及び生涯学習社会の実現に寄与する
（筑紫野市コミュニティ施設等の設置及び管理に関する条
例第1条目的より）

計画年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

主催事業の数

施設の年間利用者数

63 7071 70 70

229,584 236,898 254,000 248,000 259,000

成果指標名称 単位 目標
05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
61,146 68,556 70,331 68,524計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
0
0

0 0 0
0 0 0

0 0 0 0
61,146 68,556 70,331 68,524

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.3 0.3 0.3
2,345 2,407 2,514
63,491 70,963 72,845 68,524

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

●

○

○

・施設利用者について、令和元年度までは増加傾向にあったが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う影響
により、令和2～4年度は利用者数が低迷した。
・令和5年度の利用者数は、新型コロナウイルス感染症拡大前の水準まで回復した。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

・主催講座の充実と、コミュニティセンター利用者数の増加に向け、
コミュニティ運営協議会との協働が求められている。
・コミュニティ運営協議会との協議のうえ、一部の主催事業について
は、コミュニティ運営協議会との共催を進めており、地域住民を主体
とした活動により、地域の人づくりに向けた取組を進めている。

維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

あり

妥当性がある

影響度は中

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

あり

 

なし

余地なし

なし

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

地域コミュニティの拠点施設として、地域住民の学習機会を提供
すると共に、地域活動の拠点施設として各種団体の活動支援を行
う必要がある。
まちづくりの活動拠点として、コミュニティセンターの役割の重
要度が増している。

・平成28年10月、嘱託職員1人を増員（18人→19人）。
・平成31年4月、二日市出張所の開設に伴い、嘱託職員1人を増員
（19人→20人）。
・令和3年4月、二東コミセンに事務補助員として、本事業とは別
に、会計年度任用職員1人を追加配置

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

事業

人

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード地域コミュニティによるまちづくり 01020114-33-081

キーコード：1597

出力日：令和08年03月16日
事務事業名コミュニティセンター改修事業

24
基本事業： 02地域コミュニティ活動施設の利用促進 担当部 市民生活部

基本事業の
成果指標

①コミュニティ施設利用者数 担当課 コミュニティ推進課

担当係 コミュニティ推進担当

コミュニティセンター コミュニティセンター施設、設備等の老朽化、故障による不具合について
改修工事を行う。

市出張所、生涯学習推進及びコミュニティ活動の地域拠点
施設、そして、災害時の一次避難所として、利用者が安心
して利用できる施設運営を目指す。

計画年度 平成24年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画 ○
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

改修実施箇所数 3 58 2 1

0

成果指標名称 単位 目標
05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
55,963 70,080 52,858 26,534計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
0

8,900
0 0 0
0 0 23,800

0 0 26,429 0
47,063 70,080 26,429 2,734

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.3 0.3 0.3
2,345 2,407 2,514
58,308 72,487 55,372 26,534

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

●

○

○

・今後とも、市民主体のまちづくりの活動拠点であるコミュニティセンターを快適・安全に使用できる状態にする
ための営繕工事を行い、施設の利用促進を図っていく。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

各コミュニティセンターの改修箇所を把握し、長期的視点に立った改
修計画の策定が不可欠である。

増加対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は大

大きい

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

あり

 

なし

余地なし

なし

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

・各コミュニティセンターの老朽化が目立つようになっており、
長期的視点に立った上で、改修を行っていく。

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

平成２３年度はコミュニティセンター管理事業の工事で行ってい
たが、平成２４年度から別の事務事業としている。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

箇所

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード地域コミュニティによるまちづくり 01020101-31-016

キーコード：15

出力日：令和08年03月16日
事務事業名市民活動保険運営事業

24
基本事業： 03NPO・ボランティア活動の促進 担当部 市民生活部

基本事業の
成果指標

①NPO・ボランティア団体数
②NPO又はボランティア活動をしている市民の割合 担当課 コミュニティ推進課

担当係 コミュニティ推進担当

コミュニティ運営協議会、自治会・公民館、NPO、その他
ボランティアなど公益活動を行う市民

市民団体等が行う公益活動中の不測の事故について、賠償責任保険又は傷
害保険として、一定の補償を行う。

あらかじめ、市が保険料を全額負担して保険会社と1年間の保険契約を締
結する。
事故が起きた場合には団体等から申請書等を提出してもらい、市民団体等
が行う公益活動中の事故については、市から保険会社に対して必要書類を
送付する。
市から必要書類の送付を受けた保険会社では、審査のうえ、対象者に対し
て一定の補償を行う。

なお、本事業に関しては、そもそも事故を起こさないことも大切であり、
事故防止の必要性と併せて、制度の周知を行っている。

市内に活動拠点を置く市民団体等の公益活動中に、事故を
未然に防ぐ取り組みを行いつつも生じてしまった不測の事
故に際して、損害賠償責任事故及び傷害事故に対する補償
を行い、市民活動の健全な発展と社会福祉の向上を図り、
地域社会の振興に寄与することを目的とする。

計画年度 平成02年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

補償を行った件数

補償割合

13 203 20 20

100 100 100 100 100

成果指標名称 単位 目標
05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
2,248 2,849 3,600 3,400計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
0
0

0 0 0
0 0 0

0 0 0 0
2,248 2,849 3,600 3,400

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.36 0.36 0.36
2,813 2,888 3,017
5,061 5,737 6,617 3,400

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

○

●

○

市民団体等による公益活動中の事故について、すべてを主催者の責任としてしまうと、リスクを恐れて委縮するこ
ととなり、活動が停滞してしまう。
公益活動中の不測の事故をこの保険事業により補償する事は、各団体の活動の活性化につながり、市民活動や、地
域コミュニティによるまちづくりの推進に寄与していると考えられる。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

多くの事故を補償することがこの保険事業の成果となるが、事故やケ
ガが無いことが好ましい。
市主催事業にかかる類似事業としては、全国市長会の市民総合賠償補
償保険があるが、市民団体等が主催する公益活動を補償する保険制度
としては、本事業のみである。
市民団体等においては、毎年、代表者や構成員が交代することが多い
ため、引き続き本事業の周知啓発に努めていく。

維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は大

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

あり

 

なし

余地なし

なし

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

コミュニティや自治会などの公益活動が活発に行われるようにな
ったため、市民からの期待が高い。
市民活動保険のような保険を取り扱う保険会社が少なくなってき
ている。

地域コミュニティによるまちづくりを推進するためにも、非常に
重要な事業である。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

件

%

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード地域コミュニティによるまちづくり 01090603-27-558

キーコード：1261

出力日：令和08年03月16日
事務事業名アジア太平洋子ども会議招聘事業

24
基本事業： 04異文化理解の推進 担当部 教育部

基本事業の
成果指標

①多文化共生のまちづくりが推進されていると思う市民の割合 担当課 生涯学習課

担当係 生涯学習・青少年担当

ホストファミリー・学校（児童） ◆「アジア太平洋子ども会議・イン福岡（ＡＰＣＣ）」招聘事業に参加
７月にアジア・太平洋の国・地域から、子ども大使団（11歳の子どもと大
人の引率者）を受け入れている。
ホストファミリー宅で生活しながら、生活や学校登校、地域行事に参加し
ながら日本の文化に触れる。日本と海外の子どもたちがお互いを認め合い
、友情を深める。

◆業務内容
ＡＰＣＣ主催会議等参加：パートナー窓口会議、ホストファミリー研修会
、ホストファミリーのつどい
ホストファミリー関係：ホストファミリー募集、国別ミーティング、学校
との連絡調整
歓迎式典対応：対面式、交流会

この事業に係わった人が、肌の違い、ことばの違い、文化
の違い等の体験を通して、互いの違いを認め、互いを尊重
し理解し合える人権感覚を身につけた市民となる。

計画年度 平成01年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

ホストファミリー数（世帯数） 8 56 5 5

成果指標名称 単位 目標
05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
55 43 78 78計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
0
0

0 0 0
0 0 0

0 0 0 0
55 43 78 78

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.1 0.1 0.1
782 802 838
837 845 916 78

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

○

○

●

ホストファミリー数は2世帯減となった。周知については、対象となる小学4年生以上全員に学校を通じてチラシを
配布した。より魅力を発信するなど引き続き周知に努めていく。

また、近隣の高校生・大学生とともに対面式等を開催するなどし、若者の地域貢献につなげることができた。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

子どもが関わる国際交流であり、言語や文化の違いを乗り越え、お互
いを認め合い、「思いやり」の気持ちを育む貴重な機会となるため、
今後も継続していくことが大切である。

維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は大

小さい

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

なし

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

子ども大使の受け入れがよりスムーズになるよう、引き続き募集
方法や運営を検討する。

従前は輪番制で受け入れる小学校区を限定していたが、令和5年
度からは小学校区を限定せず、市全体でホストファミリーを募集
する方式に改めた。

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

1989年「アジア太平洋博覧会－よかトピア」の記念事業としてス
タート。
2019年より、事業名称が「BRIDGE KIDS PROGRAMS『BRIDGE Summe
r Camp』」と改められた。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

世帯数

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード地域コミュニティによるまちづくり 01090602-20-543

キーコード：1675

出力日：令和08年03月16日
事務事業名にほんご教室事業

24
基本事業： 04異文化理解の推進 担当部 教育部

基本事業の
成果指標

①多文化共生のまちづくりが推進されていると思う市民の割合 担当課 生涯学習課

担当係 生涯学習・青少年担当

本市及び近郊在住の外国人 学習者（様々な国の外国人）に対応したプログラム（カリキュラム）を基
本に、スタッフ（ボランティア）による日本語の学習を進める。
◆事業概要
　　開催日時：毎週火曜日10時から12時まで。
　　　　　　（※第５週火曜日、祝日、年末年始、お盆、休館日を除く）
　　開催場所：生涯学習センター3階学習室6
　　定　　員：20人/1回
　　利用料金：100円/1回
　　方　　法：マンツーマンを基本本市及び近郊で暮らしている外国人が、日常生活を営むう

えで必要な日本語力を習得するとともに、日本語教室を通
じて地域の人との交流、対話を重ねることで相互理解を深
め、すべての人にとって暮らしやすいまちとなることを目
的とする。

計画年度 平成25年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

にほんご教室が役に立ったと回答した受講者の
割合

平均受講者数

100 100100 100 100

9 14 10 10 10

成果指標名称 単位 目標
05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
39 61 62 62計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
0
0

0 0 0
0 0 0

0 0 0 0
39 61 62 62

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.1 0.1 0.1
782 802 838
821 863 900 62

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

●

○

○

平均受講者数は5人増加となった。
市ホームページ、広報、パンフレットの設置,市民課前ロビーモニターでの教室案内などにより、日本語を学びた
い外国人学習者の掘り起こしにつながった。例年、日本語を教えるだけでなく、教材を通じて日本の風習を伝えた
り、七夕やお花見などの季節イベントを実施し、外国人の日本や本市への理解が進む学習を行っている。
令和6年度は計画通りの回数（40回）を実施することができた。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

ボランティアのにほんご教室事業スタッフの令和6年度における平均
参加人数は16人程となっている。
令和６年度は、日本語教育の専門家に、市の教室運営を実際に見ても
らい、指導・助言を受けたことで、教室運営の改善につなげることが
できた。

維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は大

大きい

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

あり

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

引き続き、研修などを通じて、ボランティアスタッフの確保とス
キルアップを推進する必要がある。

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

本市及び近郊在住の外国人の増加に伴い、日常生活等に欠かせな
い日本語習得のニーズが予想されるともに、日本語を教えるスタ
ッフ（ボランティア）の確保ができたことから、開設の運びとな
った。（平成２５年４月開設）

対応するスタッフ数から、1回の学習者（外国人）数を20名を限
度とし、学習生の登録制度により、スムーズな教室運営を行って
いる。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

％

人

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード地域コミュニティによるまちづくり 01020101-07-010

キーコード：13

出力日：令和08年03月16日
事務事業名区長に関する事務事業

24
基本事業： 99施策の総合推進 担当部 総務部

基本事業の
成果指標

担当課 総務課

担当係 総務担当

区長８２名 区長会議を必要に応じて開催している。

区長の取り扱い事務は、①市と行政区との間の情報の伝達及び広報、文書
等の配布に関すること。②防犯及び防災の連絡調整に関すること。③工事
等の計画又は施工に伴う地域調整に関すること。④コミュニティ運営協議
会に参画すること。⑤その他市長が特に要請すること。

区長報酬：定額報酬＋世帯割報酬市と区長との間で締結する協定に基づき、地域住民への広
報紙配布、コミュニティ運営協議会への参画などの業務を
区長に担ってもらうことにより、円滑な行政運営に寄与す
る。

計画年度 昭和57年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

区長をとおして配布した配布物件数 278 250 300 300

成果指標名称 単位 目標
05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
37,466 37,801 38,112 38,494計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0
0
0

0 0
0 0

0 0 0
37,466 37,801 38,112 38,494

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.5 0.5 0.5
3,908 4,012 4,191
41,374 41,813 42,303 38,494

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

○

●

○

行政運営の円滑化に寄与している。
新型コロナウイルス感染症対策のため行政からの配布物を削減したが、広報紙などの削減できない物もあり、継続
して各世帯に配布を行ってもらった。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）
維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

基礎的事務事業

小さい

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

なし

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

昭和30年筑紫野町総代制度を施行。昭和57年筑紫野市区長制度に
名称等を変更。令和2年4月から、地公法改正に伴い非常勤特別職
公務員ではなくなったため、協定締結による委託。

Ｈ28年度より区長業務を整理し、報酬額を削減。減額分をコミュ
ニティ運営協議会への交付金の原資とした。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

件数

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード地域コミュニティによるまちづくり 01020101-10-011

キーコード：70

出力日：令和08年03月16日
事務事業名区長事務補助員事務費補助事業

24
基本事業： 99施策の総合推進 担当部 総務部

基本事業の
成果指標

担当課 総務課

担当係 総務担当

各行政区の補助員 　各行政区内の自治事務を円滑に行うため、区長事務補助員に対し事務補
助を行う。
　区長事務補助員の主な業務は、広報、文書等の配布、回覧など。

　補助基準：３００円×世帯数

　住民への広報配布等業務などの区長業務の補助を担うこ
とで、業務が円滑になる。

計画年度 昭和57年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

市からの配布物件数 278 250 300 300

成果指標名称 単位 目標
05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
14,398 14,553 14,640 14,820計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0
0
0

0 0
0 0

0 0 0
14,398 14,553 14,640 14,820

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.1 0.1 0.1
782 802 838

15,180 15,355 15,478 14,820

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

○

●

○

　区長単独では広報紙配布等の業務履行は不可能であり、補助員の協力により、より多くの情報を市民に提供でき
ている。
　新型コロナウイルス感染症対策のため行政からの配布物を削減したが、令和３年度より広報紙の発行が月１回に
変更になった関係で、１回の業務量が増加した。広報紙などの削減できない物もあり、継続して各世帯に配布を行
ってもらった。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

　コミュニティ制度と区長制度の整理の際に、広報配布方法（民間事
業者によるポスティング等）について検討する必要がある。

維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

基礎的事務事業

小さい

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

なし

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

行政区に補助員の事務処理に必要な経費として事務費を交付。

人口の増加に伴い、広報紙等の配布部数は増加傾向にある。
令和3年5月号から広報紙発行が月2回から1回に変更したことに伴
い、その他の配布物も併せて月に1回に変更している。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

件

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）


